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学校図書館における貸出記録の取り扱いに関する調査 

－全国(抽出)アンケート調査に基づく｢貸出五条件の 5｣の再検討－ 

沖縄県・山口真也(沖縄国際大学) 

1. 調査の目的 

学校図書館問題研究会は､1988 年に｢のぞま 

しい貸出方式が備えるべき五つの条件｣を発 

表し､1990 年にその逐条解説をまとめている｡ 

その間､五条件の理念を実践するために様々 

な取り組みがなされてきたと思われるが､五 

条件の中の｢5.返却後､個人の記録が残らな 

い｣という指針(以下､五条件の5)については､未 

だに｢取り組みが鈍い｣という指摘も少なくな 

い｡五条件が成立して既に 20 年が経過してい 

ることを考えれば､このあたりで一度､その実 

践状況を明らかにし､実際に取り組みが鈍い 

とすれば､その理由を改めて検証する必要が 

あるのではないだろうか｡ 

筆者は以上の問題意識の下で、学図研兵庫 

支部会員を中心として結成された｢貸出方式 

研究グループ｣に参加し､アンケート調査の計 

画､実施に関わることとなった｡本稿では､そ 

の調査結果をもとに､五条件の 5の実践状況を 

明らかにし､その問題点を整理してみたい｡ 

2. 調査の方法 

今回のアンケート調査は､近畿地方を中心 

として､学図研全国委員の呼びかけの下で､協 

力の申し出のあった地域を加えて実施するこ 

ととした｡小中学校については全国委員から 

の情報をもとに､司書配置地域として尼崎市､ 

豊中市､羽曳野市､箕面市､岡山市､倉敷市を選 

出し､高校については､大阪府､岡山県､神奈川 

県､京都府､埼玉県､長野県､兵庫県､三重県､和 

歌山県の9地域を対象とした｡対象校の選定に 

おいては､公立学校の内､普通科設置校を抽出 

し､さらに協力の申し出のあった私立学校と 

養護学校を追加した｡ 

アンケート用紙の発送は 2007 年 4月中旬か 

ら開始し､2007年 6月 15日(神奈川のみ22日) 

を締め切りとし､6月30日到着分までを対象と 

して集計を行った｡発送総数は 1,241､回答数 

は 648､回収率は 52.2％となった｡ご協力頂い 

た皆様にこの場を借りてお礼申し上げたい｡ 

3. 調査の結果 

3.1 回答者の基本データ 

はじめに､回答者のプロフィールを簡単に 

まとめてみよう｡ 

まず､勤務学校についてみると､小学校 133､ 

中学校 53､高校 444､その他 18(中等教育学校 1､ 

併設校15､養護学校2)となっており､所属地域は 

岡山県と神奈川県が多い｡回答者の職種につ 

いては､学校図書館事務職員(学校司書)が 

96.8％､専任司書教諭は 0.8％であり､事務職 

員という身分で働いている図書館員が多いこ 

とが分かる｡資格取得状況については､司書資 

格所持者が 90.1％を占め､取得資格の組み合 

図1　回答者のプロフィール（地域・所属別） 
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わせを見ると､｢司書・司書補資格のみ｣が 

53.2％と過半数となっているものの､司書資 

格以外に教員免許や司書教諭資格を併せ持つ 

人物も239名(36.9％)おり､職種に関わらず､教 

員の資質を備えた人物も少なくないことが分 

かる｡一方で､図書館に関する資格を全く所持 

していない人物(教員免許のみの者､無回答者)は 

37 名(5.7％)と少なく､回答者の大半は図書館 

学を学んだ経験を持つ人物となっている｡ 

次に学校図書館での勤務経験年数をみると､ 

｢2年目～5年目｣がやや高く(17.6％)､その他の 

グループは 13％前後となっている｡平均経験 

年数は 15.8 年となっており､五条件成立後に 

採用された人物が多いことが分かる｡ 

学図研入会状況についてみると､入会者は 

全体の 21.5％となっている｡｢以前は会員｣(18 

人)を含めても 24％程度であり､今回のアンケ 

ートには非会員も多く参加していることが見 

えてくる｡なお､学図研の会員数は現在約 660 

名であり､会員の約 2割が本アンケートに回答 

したことになる｡ 

最後に､貸出方式についてみると､｢コンピ 

ュータ式｣が約 6 割､｢カード式｣が約 3 割とな 

っており､その主流がコンピュータ式に移っ 

てきていることも見えてくる｡｢コンピュータ 

式へ移行中｣という回答もあり(3.9％)､コンピ 

ュータ化の波は学校図書館にも確実に押し寄 

せていることが明らかになるだろう｡ 

3.2 「貸出五条件の 5」の認知度 

次に、五条件の 5(返却後、個人の記録が残 

らない)の実践状況についてみてみよう｡ 

まず､五条件の 5の認知度について集計する 

と､｢知っていた｣という回答が 43.8％に達し 

ていることが明らかとなる｡｢知らなかった｣ 

という回答も過半数に達してはいるが､学図 

研非会員の比率が回答者の 8 割を占めていた 

ことを考えれば､その認知度は予想以上に高 

いと評価して良いだろう｡ 

次に､この結果を入会状況別に集計してみ 

ると､その認知度は､会員 73.4％､非会員 

35.8％という結果となっている｡会員の認知 

度が高いことは当然であるが､会員の内 

23.0％が｢知らなかった｣と回答していること 

には注意が必要であろう｡さらにこの結果を､ 

経験年数とクロスしてみると､会員では､年数 

が短い人物の認知度が最も低く､年数ととも 

に認知度が高まっていく傾向も確認できる｡ 

図2　回答者のプロフィール（経験年数別） 
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図3　回答者のプロフィール（貸出方式別） 
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図4　｢五条件の5｣の認知度（会 員校・経験年数別） 
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それに対して､非会員では､年数と認知度の間 

に強い相関性はなく､30～40％で推移してい 

る｡高い認知度を示した 21～30 年目の会員は､ 

五条件が制定された当時､議論に関わってい 

た可能性が高い｡会員であっても､当時を知る 

世代と､知らない世代との間にギャップが生 

じ始めているとも言えるだろう｡ 

3.3 貸出五条件の 5の実践状況 

では､｢返却後､個人の記録が残らない｣とい 

うルールは現場においてどの程度実践されて 

いるのだろうか｡まず全体の結果をみると､ 

｢返却時に完全に消去している｣と回答した人 

物は 45.2％となっている｡一方で､過半数 

(52.6％､｢無回答｣｢分からない・把握していない｣ 

を除いて集計)は返却後も記録を保有しており､ 

｢卒業まで保有｣という回答が最も高い比率に 

なっていることが分かる(29.2％)｡この結果を､ 

学校別にみると､｢返却時に完全に消去｣とい 

う回答は､中学校 66.0％､小学校 59.4％となっ 

ているのに対して､高校については 39.0％と 

過半数を下回っており､高校での取り組みが 

鈍くなっていることが明らかとなる｡ 

この結果を貸出方式別にクロスしてみると､ 

小中学校ではコンピュータ式で｢返却時に完 

全に消去｣という回答が増加し､カード式では 

反対に減少する傾向を確認できる｡一方､高校 

では､コンピュータ式で｢保有している｣、カー 

ド式で｢返却時に完全に消去｣という回答が多 

くなっている｡このことは､小中学校での実践 

がコンピュータ式への移行を契機に進められ 

たことに対して､高校ではカード式の時代を 

中心に進められたことを意味していると考え 

られる｡コンピュータ式の導入が最近のこと 

であることを考えれば､高校での取り組みが 

停滞していることも見えてくるだろう｡ 

以上の結果を入会状況別にみると､結果に 

大きな差はなく､むしろ非会員の方が｢返却時 

に消去｣という回答が多いことに気づく 

(45.8％>43.2)｡ただし､異動が多い学校図書 

図5　「五条件の5｣の認知度（非会員校・経験年数別） 
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図6　貸出記録の保有状況（全体） 
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図7　貸出記録の管理状況（カード式） 
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図8　貸出記録の管理状況（コンピュータ式） 
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館では前任者のやり方を引き継がざるを得な 

い状況もある｡調査時期が年度初めであった 

ことを考えれば､必ずしも会員の取り組みが 

鈍いとは言い切れないだろう｡ 

3.4 返却後の用途・保有目的 

アンケートでは､貸出記録を｢返却後も保有 

している｣(｢把握していない｣を含む､｢システムロ 

グ｣を除く)と回答した303名に対して､返却後､ 

貸出記録をどのような用途で活用しているの 

かを確認している｡図 9から分かるように最多 

回答は｢統計処理｣であり､全体の 53.1％がこ 

の項目を選択している｡統計処理は通常､個人 

別ではなく､クラス別､学年別､男女別に行わ 

れるものであり､本来は個人の記録を残す用 

途にはならないが､コンピュータ式の高校に 

おいてその比率が特に高まっていること 

(69.2％)をあわせて考えれば､システム設計上 

の不備から､個人単位で記録を残さなければ 

ならない状況が見えてくるだろう｡ 

その他の用途をみると､｢貸出履歴を見たが 

る｣31.0％､｢記念品として贈呈｣26.7％､｢多読 

賞・優良読者の表彰｣16.5％､｢返却後のトラブ 

ル対応｣12.5％､｢目的はない｣6.6％､｢読書指 

導資料として､担任への報告義務がある｣ 

2.3％という順序となっており､｢通知表に貸 

出冊数の記載欄がある｣は選択なしという結 

果となっている｡用途の多くは､子どもの読書 

活動を図書館が支援することを目的とするも 

のであり､クラス担任等による指導資料とし 

て貸出記録を活用するという回答は少ない｡ 

筆者が 2004～2006 年に実施した沖縄県のイン 

タビュー調査では､担任への貸出冊数報告や 

通知表への冊数記載が多くの小中学校で行わ 

れていることが確認されたが､調査対象地域 

では､教育指導の資料として貸出記録が利用 

される習慣はほとんどないようである｡ 

3.5 図書館サービスにおける用途 

以上の質問に続いて､アンケートでは｢日常 

業務で､図書館職員自身が個人の貸出記録を 

チェックすることはあるか？｣という質問を 

行っている｡設問が複雑であったため､無回答 

が多くなってしまったものの､18.8％が経験 

が｢ある｣と回答していることが分かる｡ 

その用途としては､｢読書相談資料として活 

用する｣が 52.6％と最も多く､｢貸出状況の把 

握｣17.5％､｢選書の判断基準｣14.0％､｢返却後 

のトラブル｣14.0％､｢子どもの内面を把握す 

るため｣1.8％がそれに続いている｡ 

貸出記録をクラス担任へと手渡すケースは 

少ないが､一方で図書館員自身が教育的な意 

図で貸出記録を利用することは一部の学校で 

行われている｡図書館サービスの中で個人の 

貸出記録を活用するというケースが少なから 

ず存在することは注目すべき状況であろう｡ 

3.6 貸出記録の返却時消去の是非 

3.4 から分かるように､現在のところ､貸出 

記録の保有目的として､｢担任への報告｣や｢通 

知表への冊数記載｣といった用途を挙げる人 

物は少ない(7名)｡しかし､貸出記録を図書館内 

で保有し続ける限り､教員から､読書指導や生 

活指導を目的として貸出記録を見せて欲しい 

図9　貸出記録を保有する目的(学校別) 

81 12 

11 

56 
0 

2 
0 

94 9 

4 

79 

1 

1 

0 

161 

14 

4 

139 

1 

3 

0 0% 

10% 

20% 

30% 

40% 

50% 

60% 

70% 

80% 

90% 

100% 

全体 小学校 中学校 高校 中等教育 併設校 養護学校 

1)記念贈呈 2)多読賞表彰 3)利用者が見たがる 4)返却後トラブル 

5)担任への報告義務 6)通知表に記載義務 7)統計処理 8)目的はな い 

9)その他 10)無回答



学図研ニュース 

と求められる可能性は常につきまとうことに 

なる｡アンケート調査では､読書指導を目的と 

してクラス担任等の教員から求められた経験 

の有無についても確認しているが､｢経験があ 

る｣という回答は全体で 22.5％と、 全ての学校 

において頻繁に起こる問題ではないものの､ 

小学校では 45.1％が｢ある｣と回答しており､ 

決して起こりえない問題ではないことも明ら 

かになっている｡ 

貸出記録には､確かに子どもの読書活動の 

支援や､図書館員による読書相談の資料にな 

る等の用途はあるものの､教員からの求めが 

あればそれを断ることが難しいことも事実で 

あろう｡そうした問題を抱えてまでも､貸出記 

録は保有し続けるべきなのだろうか｡ 

図 11 は､望ましい貸出記録の管理期間につ 

いて確認した結果である｡図から分かるよう 

に､｢残さない方がよい｣は 79.3％に上ってお 

り､｢消去しない方がよい｣を大きく上回って 

いる｡現在の貸出記録の保有状況別にみても 

大差はなく､5 条件の 5 の理念は広く受け入れ 

られる下地があることが分かるだろう｡ 

なお､アンケートを行う前は､教育者として 

の意識が強い人物ほど､この質問に反対意見 

を持つと予測していたが､図 12 のように､司 

書・司書補資格のみ取得者と教員免許状取得 

者の間には大きな差はなく､むしろ司書資格 

＋教員免許状取得者が 84.3％と最も高い比率 

を示すという結果となっている｡また､教員免 

許状のみ取得者についても､賛成が 75.0％と 

なっており､他のグループと比較して著しく 

低くなっているわけではない｡教育学を学ん 

だからといって､必ずしも､五条件の 5 の理念 

に拒否感を覚えるわけではないようである｡ 

とはいえ､回答の中にも否定的な意見が全 

く存在しなかったわけではない(15.0％)｡まず､ 

3.4 でみた返却後の貸出記録の用途とクロス 

してみると､｢多読賞表彰｣｢利用者が見たが 

る｣｢返却トラブル｣の選択者については､他の 

用途の選択者とは異なり､｢消去しない方がよ 

い｣の比率が｢残さない方がよい｣よりも高く 

なっていることが分かる｡返却後も貸出記録 

が残り､それを活用することに慣れ親しんだ 

状態を変えることに抵抗を感じる人物も一部 

に存在するようである｡ 

また､この結果を学図研入会状況別にみて 

みると､会員の方が｢返却時消去｣を選択する 

比率が高まることは当然であるが(87.1％ 

図10　読書指導を目的とする貸出記録への利用要求（学校別） 
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図11　貸出記録の返却時消去についての是非（保有状況別） 

514 

281 

37 

191 

5 

97 

6 

6 

85 
0 

37 6 3 27 
1 

0% 

20% 

40% 

60% 

80% 

100% 

全体 消去 保有(ログ) 保有(ログ以外) 無回答 

1)残さない方がよい 2)消去しない方がよい 3)無回答(分からない) 

図12　貸出記録の返却時消去についての是非(資格取得状況別) 
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>77.2％)､学図研会員であっても全員が｢残さ 

ない方がよい｣とは答えていないことには注 

意が必要であろう(12 人は否定意見)｡自由記述 

には､｢本人が見たがるのに消すのはおかし 

い｣｢(図書館員による)読書相談資料に活用した 

い｣｢子どもの読書に責任を持つべき｣｢プライ 

バシー保護は学校職員全体で考えればよい｣ 

等の意見が書き込まれている｡会員であるか 

らと言って必ずしも共通理解が得られている 

わけではなく､五条件の 5については様々な意 

見があることが分かるだろう｡ 

4. 問題点の分析 

4.1 ｢教育的利用｣に対する説明が不十分 

最後に､以上の調査結果から見えてくる貸 

出五条件の疑問点､問題点を分析してみよう｡ 

調査結果によると､コンピュータ式の高校 

において､五条件の 5の実践が停滞している状 

況を確認できる｡筆者が現在実施している別 

のインタビュー調査でも､カード式の頃はブ 

ラウン式であった学校が､コンピュータ式に 

なると記録が残るシステムになることが多い 

ことも確認されている｡ではなぜカード式の 

時代には気になったことがコンピュータにな 

ると気にならなくなってしまのだろうか｡筆 

者は､その背景に､貸出記録を返却後､学校図 

書館内に残してはならない理由が､記録の漏 

洩を防ぐことだけにあるとする誤解があるの 

ではないかと考えている｡ 

1990 年に発表された五条件の逐条解説を読 

むと､図書館が貸出記録を集める理由は｢利用 

者管理｣のためでなく､｢資料管理｣のためであ 

ること､さらに､｢教育の名の下に､プライバシ 

ーを侵害｣してはならないことが明記されて 

いる｡こうした文章が明記されているという 

ことは､当然､五条件の5の根底には､貸出記録 

が読書指導や生活指導など､教育指導の資料 

として活用されることを防ぐという目的があ 

ったと考えられるのだが､逐条解説の中では､ 

具体的に｢教育指導を目的として使ってはな 

らない｣と書かれているわけではない｡そのた 

め､記録を残してはならない理由の 1つが曖昧 

になっている印象を受けるのである｡ 

こうした説明のままでは､コンピュータ式 

に変わった際に､｢漏洩問題は解決したし､シ 

ステム変更にはお金がかかるから､貸出記録 

が残っていても大丈夫だろう｣という考えに 

陥ってしまうことも十分に予測できる｡とす 

れば､解釈にずれが生じないように､現在の 

｢利用者管理｣という表現を｢子どもの管理｣に 

変更してその意味をよりクリアにし､さらに､ 

｢貸出記録は教育指導とは切り離すべきであ 

る｣とはっきりと伝わるような文章を加える 

べきではないだろうか｡ 

なお､この問題については､教育指導の主が 

図書館員であればどうするか､という疑問も 

図13　貸出記録の返却時消去についての是非（用途別） 
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図14　貸出記録の返却時消去についての是非（入会状況別） 
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残されている｡3.5 でみたように､図書館員が 

貸出記録を使って読書案内等を行うことは悪 

いことではないとする解釈も一部に存在する｡ 

そして､そうした特権的な解釈が認められる 

のかという点についても､逐条解説ははっき 

りとは答えていないように思われる｡図書館 

員であっても､貸出記録は活用してはならな 

いのか､改めて検討し､その答えを解説に明記 

する必要があるだろう｡ 

4.2 ｢個人の記録｣の定義が曖昧 

3.2 で述べたように､貸出記録を返却時に完 

全に消去している学校図書館は全体の 45.2％ 

に上っている｡ただし､集計結果を細かくみる 

と､五条件が言う｢返却後､個人の記録が残ら 

ない｣という条項の｢個人の記録｣の解釈によ 

って､その回答が変わってくることも明らか 

となっている｡ 

例えば､ある市の小中学校では､｢返却時に 

完全に消去｣という回答が多い一方で､｢残っ 

ている｣という回答も少数存在している｡当初 

は､学校ごとに導入システムが異なっている 

のかと考えていたのだが､｢残っている｣とい 

う回答の一部には､｢書名は消えるけど､個人 

別の冊数は残る｣という注意書きがなされて 

いることが多く､どうやら､タイトル情報は返 

却時に消去しているものの､個人別の貸出冊 

数については､子どもの読書活動の支援を目 

的として(冊数の増加を読書活動の励みにするた 

めに)返却後も残されていること､さらに言え 

ば､そうした状態は五条件の 5の理念には反し 

ないと考える学校図書館員が存在することが 

明らかとなったのである i ｡ 

冊数情報という部分に注目して改めて五条 

件と逐条解説を読むと､確かに､｢誰が何を借 

りたのか､読んだのか｣は人に知られてはなら 

ないと書かれているものの､｢何冊借りたの 

か｣という情報をどのように管理するかにつ 

いては何も書かれていないことに気づく｡ 

｢個人の記録｣をどのように定義するのか､ 

冊数は含まれるのか､この問題についてもし 

っかり議論し､読み手によって解釈に違いが 

生じないように､明記するべきだろう｡ 

4.3 本人同意に基づく貸出記録の活用の是 

非が検討されていない 

近年の図書館システム研究分野では､個人 

貸出履歴を保有し､利用者サービスに活かし 

ていこうという動きが現れている｡例えば､ 

｢あなたは過去にこの本を借りたから､この本 

もきっと気に入りますよ｣といった紹介サー 

ビスや OPAC の詳細画面にて､｢この本を借りた 

利用者は､他にもこんな本を借りています｣と 

いった情報を掲載するサービス､さらによく 

使う検索式や帯出資料の情報を図書館サーバ 

ーに保存しておく機能も提案されている(図 

14 参照)｡ 

こうしたサービスを提供できるということ 

は､当然､図書館の中に､個人の貸出記録が履 

歴として残されるということである｡カード 

式の頃は､｢記録を残すこと｣は｢他人に見られ 

てしまうこと｣､または｢目的外に利用される 

可能性が高まること｣を意味していたが､コン 

図14 システムのイメージ(筆者作成)
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ピュータ式ではひとまず他人の目に触れずに 

貸出記録を残すことができないわけではない｡ 

もちろん､プライバシー､個人情報というもの 

はそこに存在する限り､漏洩や目的外利用の 

危険性を解消することは不可能なのだが､暗 

号化によって漏洩した場合でも解読できない 

システムを作ることはできるし､その技術が 

100％ではないとしても､①企業や病院等と同 

じレベルの安全管理を行い､②目的外利用を 

禁止するセキュリティポリシーを作成してい 

るのであれば ii ､記録が残ることをタブー視す 

る必要はないという意見も現れているのであ 

る｡最近では､こうした機能を持つシステムを 

導入している大学図書館が現れ始めており iii ､ 

学校図書館向けのシステムの開発も検討され 

ている iv ｡遠くない将来､全国の学校図書館も 

またそうした動きに否応無しに巻き込まれて 

いくことが予測されるのである｡ 

これまで筆者はこの問題に対して､全国的 

に､専任･正規･専門の職員の配置が進んでい 

ない学校図書館では､教育的な用途で貸出記 

録を求められた場合に､立場の違いや雇用身 

分の不安定さを理由として､その要求を断る 

ことができない状況が現実に存在する限りは､ 

貸出記録を貸出期間を越えて保有し､サービ 

スに活用することは｢時期尚早｣であると主張 

してきた｡その考えは今も変わらないのだが､ 

4.2で紹介したように､今回のアンケート調査 

では､小中学校の一部で貸出冊数を保有する 

学校図書館が存在することが明らかとなって 

いる｡そして､その回答者の多くは､教員への 

定期的な報告や通知表への記載等は行ってい 

ないと回答しており､保有目的はあくまでも 

本人の読書活動の支援に限定されていること 

が見えてくる｡このことはつまり貸出記録(冊 

数)を残しても､それを教育的に利用しない(さ 

せない)という環境は現時点でも整備できると 

考える人物が存在するということであろう｡ 

こうした考えが冊数情報だけでなくタイトル 

情報の保有にも当てはまるとすれば､筆者の 

｢時期尚早｣という反論だけでは十分な根拠に 

はならないようにも思われるのである｡ 

また､近年のシステム研究では､教員や周囲 

の友人たちに知られたくない(プライバシー)と 

感じるような情報は個人の権限で消去すると 

いう提案がなされている点にも注意が必要だ 

ろう｡仮に教育目的での利用要求を拒否でき 

ない状況があるとしても､こうしたシステム 

を実現できるのであれば､プライバシーと読 

書の自由は守られると評価することも不可能 

ではない｡サービスを選択制にして､図14のよ 

うなサービスを受けたい利用者のみ貸出記録 

を残すという方法も考えられるだろう｡ 

個人情報保護の理念には｢自己情報のコン 

トロール権を認める｣という考えがあるが､仮 

に貸出記録を残して､新刊紹介などのサービ 

スを受けたいと希望する利用者がいるのであ 

れば､図書館側が利用者の意に反して全てを 

消去してしまうことにも問題があるように思 

われる｡3.5で述べたように､貸出記録の返却 

時消去という理念に対しては､｢本人が見たが 

るのに消すのはおかしい｣という回答も寄せ 

られている｡こうした意見は､1980年代の学図 

研全国大会において､五条件が検討された頃 

から存在していたが､改めて考えてみると､重 

要な問題提起が含まれているのではないか。 

いずれにせよ､カード式が中心の時代に作 

られた貸出五条件が､こうした問題を想定し 

ていなかったことは事実である｡技術の進展 

が突きつけた新しい課題について､貸出五条 

件はどのように答えるのか､広い視点からし 

っかりと検討する必要があるだろう｡
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5. 今後の課題 

以上､本稿では､貸出五条件の 5 の実践状況 

とその疑問点､問題点を分析してきた｡繰り返 

せば､｢返却後､個人の記録が残らない｣という 

考えについては､多くの図書館員が理解を示 

しており､その理念が受け入れられる可能性 

は高い｡ただし､検討すべき課題は少なくない｡ 

2 月の学図研研究集会では､再び貸出五条件の 

見直しが議論される｡本稿で取り上げた疑問 

について議論が深まることを期待したい｡ 

今回の調査では､質問項目の不備もあり､正 

確な実態把握ができなかった点も多い｡また､ 

小中学校の調査対象が岡山と大阪に限定され 

ており､全国的な状況を見出すことは難しい 

という批判もあるだろう｡アンケートの回答 

を得られなかった学校の状況も気になる。調 

査方法を見直すとともに､対象地域を広げ､今 

後も調査を続けて行きたいと考えている｡ 

なお､本稿はアンケート調査の結果報告を 

目的とするものであったが､スペースの都合 

により､その全て掲載することはできなかっ 

た｡詳細については筆者の Web サイト v におい 

て一部公開を始めており､3 月下旬までに全て 

の報告を終える予定である｡本稿と併せてご 

覧頂ければ幸いである｡(2007 年 12 月 15 日) 

i 集計時には他の記述から判断し、冊数情報のみを 

保有していると思われる回答は｢その他｣に変更。 
ii 公立学校であれば個人情報取扱事務登録制度に 

よって目的外利用を禁止することも可能。 
iii サービス内容の詳細は不明だが､NTT データ九 

州が作る図書館システム｢NALIS｣(My Library 機能 

を搭載)の導入実績は大学図書館で50館となってい 

る。(http://www.livesolutions.info/nalis/intro 

/index.html, 2007 年 12 月 8日確認) 
iv ｢IPA：2007 年度第 I期｢未踏ユース｣｣にて「本の 

向こうに誰かが見える―利用者の“つながり”を 

創る、次世代図書館情報システム」が採択されてい 

る(詳しくはhttp：//www.shizuku.ac 参照)。 
v http://www.okiu.ac.jp/sogobunka/nihonbunka/ 
syamaguchi/yamaguchishinya.html

http://www.livesolutions.info/nalis/intro%20/index.html
http://www.okiu.ac.jp/sogobunka/nihonbunka/%20syamaguchi/yamaguchishinya.html

